




















































































































































































































弘前市の地域課題について

（１）平成３０年度までに把握した地域課題・取組状況

地域課題 取組状況

認知症高齢者の見守り体制が不十分
（地域住民が日常生活の中で、不特定の人をさりげ
なく気に留める見守り）

・令和元年10月ただいまサポート事業開始。令和2年6月末時点で事前登録者54名・協力機関148か所。
・平成31年度実績で認知症サポーター養成講座1,184人受講、ステップアップ講座95人受講。地域住民への認知症の理解促進や地域で
の見守り力を向上させるための、普及啓発を続けていく。
・令和2年2月16日認知症介護者教室実施。今年度も実施予定。
・民生委員児童委員協議会：認知症が軽度のうちに把握していけるよう努める。
・薬剤師会：認知症サポーター養成講座の開催を計画中。
・歯科医師会：会内で認知症に関する講習会を実施。令和2年7月に認知症サポーター養成講座実施予定。

１人暮らし高齢者や身元保証人等がいない高齢者
への支援体制が不十分

・令和元年7月弘前市これからノート（エンディングノート）配布開始。令和2年6月末時点で1,542冊配布。
・令和元年7月弘前市安心カード（救急医療情報キット）配布開始。令和2年3月末時点で1,017枚配布。救急搬送時に活用した実績は2件
あり。

支援が必要と思われる人の早期発見・早期対応
・令和元年8月、圏域別高齢者リストを地域包括支援センターに提供。積極的な実態把握につなげている。
・令和元年10月、運転免許センターに地域包括支援センターのチラシを送付。気になる高齢者がいる場合に情報提供していただくよう依
頼。

多様な社会資源の開発
（在宅生活を継続するための服薬管理、雪かき、買
い物、金銭管理等への支援）

・令和2年4月ゴミ出しサポート事業開始。令和2年6月20日時点で65名が利用。
・地域一体となった除排雪体制の構築のために、町会等に報奨金を支給するなどの数種類の事業を展開中。

民生委員と医療職の連携不足
・包括支援センターと民生委員の連携が強化されるよう対応中。
・民生委員と医療職が学びを深めたり交流を図ることができる機会の設定等については、これまで通り福祉総務課が相談に応じていく。

高齢者虐待対応の見直し
・令和2年3月、養護者による高齢者虐待対応マニュアル改訂。関係機関へ配布し、今後も早期発見と連携強化に努めていく。
・「やむを得ない事由による措置要綱」は法改正による入所基準変更に伴い、要綱内容の精査中。
・分離保護の受け入れ施設確保に向け、施設側との交渉を検討中。

全体を通して
・社会福祉士会：定例学習会や解放イベントの開催。
・医師会：同行訪問研修を引き続き実施予定。
・薬剤師会：地域ケア会議に積極的に参加。
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